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第５セッション「組合活動の活性化と権利の拡大」

労働法制の改編と私立大学教職員の権利

2006.08.07.　佐藤　敬二（立命館大学）

はじめに

　６月１３日に開かれた労働政策審議会労働条件分科会に、厚生労働省は「労働契約法制及び労働時間法制の在り方について（案）」を提出しました。ここには、これまで労働組合が一致して反対してきた、解雇の金銭的解決や自律的労働時間制の導入などの重大な内容が含まれています。２７日に開かれた次の会議では労使双方から反対意見が述べられ３０分で閉会に至ったようですが、新聞報道によれば、厚生労働省は中間まとめなしのまま、当初方針通りに来年の通常国会において関連法案を提出する予定であるとされています。また、新聞報道によれば、厚生労働省はパートタイム労働法につき、７月２０日から労働政策審議会雇用均等分科会で議論した上で、同じく来年の通常国会に改正案提出を目指す方針を固めたとされています。ここでは正社員とパートの均等待遇が問題となります。これらは、いずれも現在の労働法制を根本から変えるものであり、成立すれば私立大学教職員の権利にとっても重大な影響を及ぼすことになります。職場で具体的に進行している事態との関係で検討し、望ましい法改正の方向性について検討することが本報告の目的です。

１．厚生労働省案の概要

(1)労働契約法制（別紙「労働契約法制及び労働時間法制の在り方について（案）」参照）

(2)労働時間法制（同上）

(3)パートタイム労働法制（別紙参照）

２．私立大学教職員と法制定・改正

(1)労働契約法制

1.経緯

　2002年：労働政策審議会建議

　2003年：労働基準法改正（解雇制限規定の制定、金銭的解決は入らず）、附帯決議

　2004年：今後の労働契約法制の在り方に関する研究会

　2005年：「中間まとめ」（４月）、「最終報告」（９月）

　2005年：労働政策審議会労働条件分科会　→　2007年：通常国会（？）

2.厚生労働省案の検討

　1)基本視点：「実質的」労使「合意」　cf「労働契約」とは何か

　2)評価：使用者の意向で決定するものとなっている

　　　e.g.就業規則内容で合意していると推定、労働組合よりも過半数代表を優先

　　　　 配転・出向に合意が不要、解雇の金銭的解決

　3)結論：厚生労働省案は「労働契約」法制ではない

　　　原因：最高裁判所判決を前提、判決の射程範囲を越えた一般化、新たな制度の導入

3.就業規則

　1)現行法と不利益変更についての裁判例

　2)厚生労働省案：内容と提案理由、評価：判例法理の拡大適用、判例法理自体の問題

　3)望ましい方向性

4.解雇

　1)現行法と解雇制限判例法理

2)厚生労働省案：内容（金銭的解決）と提案理由、評価：

　3)望ましい方向性

(2)労働時間法制

1.経緯

前史：1987年　労働基準法改定で弾力化、裁量労働制（専門業務型）導入

　1992年　時短促進法で弾力化を推進

　　　1998年　企画業務型裁量労働制の導入

　2002年：労働政策審議会建議

　2003年：労働基準法改正、附帯決議

　2005年：今度の労働時間制度に関する研究会　→2006年：報告書

　2006年：労働政策審議会労働条件分科会　→　2007年：通常国会（？）

2.厚生労働省案の検討

　1)基本視点

　2)評価：米国流の労働時間管理

　　　e.g.上限規制ではなく間接規制（休日付与・割増率の５割へのアップ）

　　　　 大幅な適用除外（white collar exemption）

3.残業規制

　1)現行法と欧米の法規制

　2)厚生労働省案：内容と提案理由、評価：弾力化と間接規制の失敗を踏まえるべき

  3)望ましい方向性→直接規制

4.「自律的労働時間制」

　1)現行法と弾力化・裁量労働制

　2)合衆国の実態

　3)厚生労働省案：内容と提案理由、評価：時間管理の放棄

5.私立大学教員の労働時間管理

　1)旧国立大学での出勤簿←実態に合っていない、出勤を強制される危険性

2)裁量労働制導入議論　cf.国立大学法人、立命館大学での裁量労働制導入の提案

　3)いかなる時間管理であるべきか

(3)パートタイム労働法制

1.経緯

1993年：「短時間労働者の雇用管理の改善に関する法律（パートタイム労働法）」制定
1998年：女性少年問題審議会・建議

2000年：パートタイム労働に係る雇用管理研究会・「考え方の整理」

2002年：パートタイム労働研究会・最終報告

2003年：労働政策審議会雇用均等分科会・「報告について」

　2006年：労働政策審議会雇用均等分科会　→　2007年：通常国会（？）

2.厚生労働省案の検討

　1)基本視点：労使のニーズ

　2)評価：「正社員も含めた雇用システムの多様化」、「必要に応じた処遇」から「働きに応じた処遇」へ、「連続的な仕組みの促進」

3.雇用の安定性確保

　1)現行法と有期雇用の反復更新についての裁判例

　2)厚生労働省案：内容と提案理由、評価：

4.「均衡処遇」

　1)現行法と均等待遇についての裁判例

　2)厚生労働省案：内容と提案理由、評価：雇用形態自体の問題

5.私立大学と非専任教職員

３．全体を貫く基本認識について

cf.日経連「新時代の『日本的経営』」（1995年）

PAGE  
1

